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連合体移行に向けた参考資料の送付
　各都道府県社会福祉士会（以下、都道府県社士会）におかれましては、昨年11月26日付で送付した文書『連合体移行の必要性と方法について』（日社福士2010-352）についてご協議いただいていることと存じます。感謝申し上げます。

　現在、いくつかの都道府県社士会から検討状況の報告をいただいております。特に3月に開催する総会で何をどのように協議し、議決を進めれば良いのかなどの質問をいただいています。

　そこで、今回、連合体移行に向けて都道府県社士会において議決いただきたい事項やそれに関する資料、及びスケジュール等を整理しましたので、下記のとおり参考に送付します。

　今回、送付した資料を参考に、何卒、連合体移行に向けた理事会及び総会での議決の準備を進めていただけますようお願い申し上げます。
記
１．連合体移行における３つの基本事項

　　連合体移行は次の３つの基本事項をふまえて進めます。


２．連合体移行及び公益社団法人移行スケジュール

　　日本社会福祉士会（以下、日本社士会）は、新公益法人制度の経過措置期限である2013年11月30日までに連合体組織での公益社団法人へ移行することを目指しています。そのためには、各都道府県社士会において2011年度の６月総会（決算総会）までに連合体移行の議決をしていただくことが必要となりますので、ご協力いただけますようお願い申し上げます。連合体移行には全47都道府県社士会の合意が必要です。全都道府県社士会の合意がなければ連合体への移行は成立しません。
　　　■ 資料１　連合体移行及び公益社団法人移行スケジュール

３．各都道府県社会福祉士会のおける連合体移行の議決に向けた手順

　　連合体移行の目的は、今後も会員数が増加することが予想されるなか、機能的な運営を行い会の事業を充実させるために、日本社士会の役割と都道府県社士会の役割を分担しつつ、職能団体として一体として取り組む組織をつくり、組織強化を図ることにあります。連合体移行の議決にはこのことの合意が必要です。
　　また、各都道府県社士会の総会では、連合体移行の議決の他、次の事項の議決をしていただけますようお願いします。
　　　・会費に関する規則の改正

　　　・懲戒に関する規則の制定

　懲戒に関する規則は、日本社士会が現行通り苦情に対する調査及び審査する根拠を持つこと、また訴訟が起きた場合に日本社士会が訴訟に参加するために必要です。

　　次の資料を添付しますので参考にして下さい。
　　　■ 資料２　連合体移行に向けた議決手順例

　　　　　　　①3月総会及び6月総会を開催する都道府県社士会の場合
　　　　　　　　（3月総会では委託契約の承認等を条件とした議決する）

　　　　　　　②6月総会のみを開催する都道府県社士会の場合
　　　■ 資料３　3月に総会を開催する際の総会議案例
　　　■ 資料４　会費に関する規則の改正案例
　　　■ 資料５　懲戒に関する規則の制定案例

４．委託契約

　　入退会事務や会費徴収事務、綱紀案件事務を現行通り日本社士会が行うためには、都道府県社士会と日本社士会との間で委託契約が必要となります。委託契約書は、日本社士会の2月12日に開催する理事会で承認後、各都道府県社士会に送付します。委託契約は理事会承認事項に相当すると考えています。委託内容の概要については、11月26日付で送付した資料をご覧下さい。

５．定款改正
　　各都道府県社士会の定款改正の必要性については、定款に日本社士会に関する事項の記載があるかどうかによりますので確認をお願いします。特に次の内容の条文は多くの都道府県社士会で規定していると思いますので、その場合は定款改正の検討が必要となります。
　　　「正会員は社会福祉士及び介護福祉士法第28条の規定により社会福祉士の登録を受け、社団法人日本社会福祉士会の会員であり、○○県内に住所又は勤務先を有し、この法人の目的に賛同して入会した者」

　連合体移行に伴い下線部の削除の検討が必要となります。定款改正は事務作業が大変なことから、特に特例民法法人の各都道府県社士会では都道府県に対して次の事項の相談を検討していただけますようお願いします。（一般社団法人の県社士会における定款改正は届出事項ですので、都道府県との相談は特に要さないと思います。）
　　　① 都道府県の法人管轄部署に定款改正の必要性について相談する。その際、連合体に移行しても間接的に日本社士会の会員であることから拡大解釈ができないか相談する。

　　　② ①が不可の場合、定款改正のタイミングについて相談する。連合体の施行は早くても2011年6月以降。特例民法法人においては新公益法人制度移行に伴う定款改正と同時に行うことで良いか相談する。

以　上
（目的）


会員が増加するなか、日本社会福祉士会と都道府県社会福祉士会が役割分担しつつ、一体とした組織をつくることで組織強化を図ること


（移行手続）


連合体移行には47都道府県社士会すべての合意を得ること


（運用）


移行後は当面の間、急激な事務変更は避け、現在の運用を極力継続すること











